
はしがき

　本書は、読者諸氏に利用されたようであり、第２版（収録判例数の増加にと
もない、「新版　要約マンション判例」と改題）を企画する運びになった。
　本書が最初に世に出た平成21年７月には、マンションのストックが400万戸
であったが、現在は、590万戸にも増加している。この間、日本を取り巻く経
済事情、社会事情等の変化は著しいものであったが、マンションを含む不動産
をめぐる状況、環境の変化も顕著なものがある。
　日本の社会は、現在、高齢化の急激な進行とともに少子化が進行しているこ
と、生活環境としての社会が崩壊している地域があること、不動産余りの現象
が見られ、悪化する傾向があること、マンションが依然として増加しているこ
と、老朽化するマンションが増加していること、超高層マンションが増加して
いること、マンションの区分所有者・居住者が高齢化していること、区分所有
者・居住者の多数が不在のマンションが増加していること、マンションの投資
化が進行していること等のマンションを含む不動産をめぐる事情の変化、現象
が見られる。マンションをめぐる諸問題は、これらの事情の変化、現象に大き
く影響されるが、マンションをめぐる紛争、法律問題も、この影響を受けて様々
に変化している。
　本書の初版の頃と比べると、現在、マンションをめぐる法律問題は、従来型
のものもあるが、従来型ではあるものの、その態様が変化しているもの、新た
な内容・態様のものも登場しているし、紛争の当事者、関係者の意識、考え方
の変化を反映し、従来と異なる判断の枠組み、取扱いが必要になっているもの
も登場している。特にマンションの区分所有者・居住者の高齢化、不在化等の
ほか、国民等の個人の常識の変化、相対化を反映し、世代間の常識の齟齬、ク
レーマーの登場（中には、モンスター・クレーマーの登場）といった現象がマ
ンションにおいても見られるようになっている。
　マンションの法律問題は、これらの現象を背景として発生し、進行するもの
であり、その解決は、ますます複雑で困難になっているように感じられる。マ
ンションの管理に様々な立場から関与する読者諸氏の日頃の苦労も窺われると
ころである。
　マンションの法律問題に関する裁判例は、これらの状況の下で判断されたも
のであり、時代の特徴を踏まえたものになっており、断片的な法律問題を取り
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扱うものであるものの、個々の裁判例ごとにそれぞれ、マンションの管理の実
務に参考になるものである。本改訂版は、初版以降直近のものまで、参考にな
ると考えられる裁判例を取り上げて紹介するとともに、従来の裁判例のいくつ
かをその常用性に照らして割愛したものである。本改訂版が、初版と同様に読
者諸氏にとって、転ばぬ先の杖としての役割を果たすことができれば、喜ばし
いことである。
　本改訂版は、初版とともに、学陽書房の齋藤岳大君にお世話になったもので
あり、改めて感謝したい。同君は、実家のある気仙沼市にしばしば帰省しつつ、
本改訂版をまとめたものであるが、同君とともに被災地の復興を祈りたい。

　平成27年９月

升田　純　
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　「１　主位的請求に対する判断の箇所で認定したところによれば、被控
訴人九州支店の担当者は、控訴人に対し、平成１年５月23日に本件土地を

分譲マンション用地として専有面積買いしたい旨を申し入れた後、本件土地の開発許
可と地目変更の申請手続きを行った上で宅地にして引き渡すよう更に申し入れたとこ
ろ、控訴人においてこれを了承し、開発許可を得ると共に地目変更手続きも了し、宅
地造成工事も完成したところから、被控訴人九州支店は、同年11月13日に本件土地を
坪当たり55万円で買い受ける旨の不動産買付証明書を交付し（なお、同書面には有効
期限を３か月とし、被控訴人本社の稟議決裁がおりることを条件とする旨が記載され
ていたが、Ａは、同時に、前向きに進めるよう精一杯努力する旨を控訴人に伝えてい
る。）、その後、同年12月25日に至って今度は坪単価値下げの申入れを行い、坪単価を
50万円とすることで控訴人の了承を得、控訴人から平成３年１月28日に坪単価を同額
とする売渡承諾書の交付を受けている。そして、その後も、被控訴人九州支店は、マ
ンション購入者が住宅金融公庫から融資を受けられるようにするために（原審証人甲
の証言）、被控訴人が発注者であることを前提として住宅金融公庫の事業承認を得た
ほか、自己名義で予定建物の建築確認申請を行って建築確認を取ったり、本件土地上
にマンションのための電柱等の設置工事をさせたりし、更に、予定建て物の工事主体、
右工事代金支払方法等に関する控訴人・被控訴人・不動産建設株式会社三者間の覚書
や右単価を前提として本件売買契約を締結する旨の土地付区分建物売買に関する協定
書（案）を自ら作成して、同年５月15日、これをファクシミリで控訴人に送信し、同
月21日、右各書面に署名を求め、これに署名押印を受けたものを控訴人から受領する

判旨

事案 　Ｙ株式会社は、マンションの分譲業者であるが、Ｘとの間で、マンション建設
用地取得のために農地の売買契約の締結の交渉を行うとともに、Ｘが農地転用許
可等の手続を行った。Ｙが計画を断念したため、ＸがＹに対して売買契約、売買
予約の不履行に基づき損害賠償を請求した。
　第一審判決は、売買契約の成立等を否定し、請求を棄却したため、Ｘが控訴す
るとともに、誠実交渉義務違反等に基づく損害賠償請求を予備的に追加した。
　本件では、主として契約締結上の過失責任の成否が争点になった。
　本判決は、契約締結上の過失による不法行為責任を認め、控訴を棄却したもの
の予備的請求を認容した（土地取得のために資金の融資を受けたことによる利息
相当額の損害を認めた）。

1 開発用地の売買をめぐる契約締結上の
過失責任
分譲業者の契約締結上の過失責任を肯定した事例
福岡高判平成₇年₆月２９日判タ８９１号１３５頁
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・契約締結上の過失責任は、契約の締結過程において当事者が契約の締結を信頼
し、期待して様々な準備、投資を行うことがあり、その信頼、期待が一定の段階
に達した後、信頼、期待を侵害しない信義則上の注意義務を負うと認められる場
合に問題になる責任である。契約締結上の過失責任は、昭和時代の後期から実務

上徐々に見かけたものであるが、平成時代に入ると、不動産売買、不動産賃貸、融資、事業
開発、事業提携等の様々な取引分野で見かけるようになった法理である。下級審の裁判例に
おいてもこの法理を肯定した事例が公表され、最高裁の判例においてもこの法理を肯定した
事例が登場している。
・本判決は、マンションの開発における用地の売買契約の締結に当たって、分譲業者の言動
を信頼して用地である農地の売却の準備を進めた者に対する分譲業者の契約締結上の過失責
任を認めたものであり、重要な事例として参考になるものである。
・本判決の評釈として、横山美夏・私法判例リマークス１４号４８頁、影浦直人・判タ９４５号８６
頁がある。

 

に際し、同月30日に売買契約書等の作成と代金決済を行うことや地鎮祭の日取りを確
認し、同月23日には売買契約書の案をファクシミリで送信したというのであって、前
記認定のとおり、本件売買契約ないし予約が成立したと認めるに足りないものの、以
上に認定した一連の事実経過に鑑みると、本件売買契約の締結に向けて、むしろ被控
訴人の方が主導的に手続きを進めていたことが明らかである。確かに、前記買付証明
書には被控訴人本社の稟議決裁を条件とする旨が記載されており、控訴人としてもこ
の点は認識していたものではあるが、Ａは契約締結に向けて精一杯努力することを約
束しており、右時点以降、被控訴人が本件土地の購入を断念する旨の通知をするまで
の間に右条件が改めて確認された形跡を窺うことはできない上、本件売買契約締結に
向けられた被控訴人九州支店のその後の行動、交渉態度等に鑑みると、控訴人におい
て右交渉の結果に沿った本件売買契約が成立することを期待し、そのための準備を進
めたのも無理からぬものがあったと言うべきである。そして、契約締結の準備がこの
ような段階にまで至った場合には、被控訴人としても控訴人の右期待を侵害しないよ
う誠実に契約の成立に努めるべき信義則上の注意義務があると解するのが相当であっ
て、被控訴人が正当な理由もないのに控訴人との契約締結を拒んだ場合には控訴人に
対する不法行為が成立するものと言うべきである。そして、被控訴人が本件売買契約
の締結をしなかったことにつき正当な理由があることを認めるに足りないから、被控
訴人の右行為は少なくとも過失による不法行為を構成するものというべきである。」


